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漁業は他の陸上の産業にくらべ、転倒などの労働災害や
海中転落などの重大な事故が発生しやすい

安全対策に係る情報は様々な機関で管理されており
（海上保安庁、国土交通省、厚生労働省 etc…）、

漁業の全体像の把握が容易ではない

この発表では、
①漁業の海難事故・労働災害の発生状況について紹介
②安全対策推進のために水産庁で行う取組について紹介

はじめに



❶ 海難事故の観点から



『海難の現況と対策』
（海上保安庁）

海難事故の情報源

統計資料｜海上保安庁

https://www.kaiho.mlit.go.jp/doc/hakkou/toukei/toukei.html


海難事故の定義

●船舶事故（ここでは漁船事故）：
衝突、乗揚げ、転覆、沈没、機関故障など、船舶そのものに発生した事故

●人身事故：
海中転落、作業中の負傷、行方不明など、乗船者に発生した事故

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」より抜粋



漁船における海難事故の発生状況

・人身事故の人数が多い
・令和７年の事故人数の合計は、例年より減少
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資料：海上保安庁「海難の現況と対策」を基に水産庁で作成
＊人身事故は、「船舶によらない乗船者の人身事故」のうち漁船で起きた事故件数（人数）
を集計。事故内容が病気及び自殺であるものを含まない。行方不明者を含む。
＊船舶事故は、漁船で起きた死傷者（死者・負傷者）の人数を集計。行方不明者を含まない。
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漁船における海難事故の発生状況
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資料：海上保安庁「海難の現況と対策」を基に水産庁で作成
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・近年の死者・行方不明者数は年間７０人前後で推移



漁船事故の発生状況

過去５年間の漁船事故の種類

衝突
無人漂流

乗揚

転覆
・
・
・

の順に多い
資料：水産庁「安全啓発リーフレット」から抜粋

・漁船事故の理由で最も多いのは「衝突」



漁船事故の発生状況

過去５年間の漁船事故の種類水産庁で「安全啓発リーフレット」を作成

ウラ面

オモテ面



AISに関する支援制度について

日本漁船保険組合では、AIS設置漁船に対し漁船保険料の一部を最大20万円助成します。
なお、リース漁船（浜の担い手漁船リース緊急事業、漁船漁業構造改革緊急事業、水産業成長産業化沿岸地域創出事業）の助成額は最大10万円となります。

AIS設置漁船には漁船保険料を最大20万円助成

・保険料助成額 ： 国庫負担を除いた純保険料に対し10％（５トン未満船は20％）
・対象漁船 ： AIS又は簡易型AISを設置した漁船

ただし、①船舶設備規程により設置が義務付けられている漁船
②もうかる漁業創設支援事業及びがんばる漁業復興支援事業の対象漁船
は助成対象外です。

なお、対象漁船ごとに漁船保険の助成を申請できる契約数は５契約までです。

・AISの設置漁船に漁船保険料の助成

※ご利用に当たっては、各都道府県の日本漁船保険組合支所にお問い合わせください。

お問い合わせ先：水産庁漁業保険管理官 03-6744-2357



衝突事故防止のため

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」より抜粋

漁船の衝突事故における操船者の
経験割合（過去５年間）

10年以上の操船歴を
もつ者による事故が

多い
（約７割以上）



衝突事故防止のため

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」より抜粋

漁船の衝突事故における操船者の
経験割合（過去５年間）「漁業の安全月間ポスター」

ベテランも新人も、慣れた
作業に油断せず安全教育を

徹底しましょう！



人身事故の発生状況

・人身事故の死者・行方不明者の原因として最も多いの
は“海中転落”

漁業者の人身事故の内訳（令和７年）

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」を基に水産庁で作成



ライフジャケットの着用について

水産庁ホームページ「R7年度ライフジャケット着用状況調査結果」より抜粋

漁業者の出漁時におけるライフジャケットの着用率の推移

ウラ面

着用者の生存率は２倍以上

「ライフジャケット着用推進リーフレット」より抜粋



ライフジャケットの着用について

着用
24%

非着用
76%

海中転落者の死者におけるライフジャケット着用率(H30～R7)

着用 非着用
資料：海上保安庁「海難の現況と対策」を基に水産庁で作成

343人

・漁船の海中転落による死者の非着用率は7割を超える

必ずライフジャケット着用を



海中転落時の状況

・海中転落は網を扱う作業での発生が多い

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」より抜粋

漁船からの海中転落時の状況（令和７年）



❷ 労働災害の観点から



漁業の労働災害について

●船員法（国土交通省）：
・対象：船長・海員・予備船員（「船員」）。ただし、一定の小型漁船
（政令で定める30トン未満の漁船等）は一部規定が適用除外（第１条）
・船舶所有者は、休業3日以上の災害・疾病を報告（第73条、111条）

●労働基準法・労働安全衛生法（厚生労働省）：
・船員法第1条に規定する船員には、労働基準法の多くの規定が適用され
ない（労働基準法第116条）
・事業者は、労働者が労働災害等により死亡し、又は休業したときは、
所轄労働基準監督署長に報告しなければならない

休業4日以上（死亡を含む）→遅滞なく報告
休業4日未満（1～3日） → 四半期ごとにまとめて報告

（労働安全衛生法第100条、労働安全衛生規則第97条）
      



『船員災害疾病発生状況報告』
（国土交通省）

職場のあんぜんサイト 労働災害統計
『休業４日以上の死傷者に係る労働者死傷病報告』

（厚生労働省）

漁業の労働災害の情報源

海上の事故だけでなく
・陸上作業（荷役作業 etc）
・養殖業における労働災害なども含まれる
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資料：国土交通省「船員災害疾病発生状況報告（船
員法第111条）集計書」に基づき水産庁で作成

 ※災害発生率は、船員・陸上労働者数に占める職務
上休業４日以上の死傷者数の割合。
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※災害発生率は、船員・陸上労働者数に占める職務上休業４
日以上の死傷者数の割合。

資料：厚生労働省の「職場あんぜんサイト」で公表されている統
計値及び総務省の「労働力調査」に基づき水産庁で算出。

漁業の災害発生率

・船員法適用の漁船での災害発生率は減少の傾向がみられる
・沿岸漁業等（船員法適用外の漁船＋養殖業）の災害発生率は

横ばいで推移



沿岸漁業等の災害発生率は、他産業と比較して大きい

業種ごとの災害発生率（令和６年版）

（死傷年千人率）

資料：国土交通省「船員災害疾病発生状況報告（船員法第111条）集計書、厚生労働省「労働者死傷病報告」、総務省「労働力調査」に基づき算出
注:1) 一般船舶（船員）の災害発生率は「年度」、それ以外は「暦年」

2) 災害発生率は、職務上休業４日以上の死傷者の数値
3) 沿岸漁業等は、船員法漁船を除いた漁業・養殖業の労働災害を指す

業種別死傷年千人率（令和６年）
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漁業種類・事故の型別の災害発生件数（船員法適用外の漁船）

【漁船漁業】 （2019年～2023年の5年間の合計値）
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労働安全衛生法第100条、労働安全衛生規則第97条に基づき労働基準監督署に提出された、労働者死傷病報告を基に水産庁で集計・分析。

・転倒、はさまれ・巻き込まれ、動作の反動が半数以上

注：漁業種ごとの経営体数の規模は考慮していない



【養殖業】 （R元年～R5年の5年間の合計値）

漁業種類・事故の型別の災害発生件数（養殖業）

転倒
26%

はさまれ巻き
込まれ

22%動作の反動
11%

激突され
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崩壊・倒壊

魚類, 377

貝類, 220

藻類, 39

えび, 13
真珠, 65

魚類
貝類
藻類
えび
真珠
その他
不明

725件

注：労働安全衛生法第100条、労働安全衛生規則第97条に基づき労働基準監督署に提出された、労働者死傷病報告を基に水産庁で集計・分析。

・転倒、はさまれ・巻き込まれ、動作の反動が半数以上

注：漁業種ごとの経営体数の規模は考慮していない



巻き込まれに注意

漁ろう装置や、
漁具・漁網に巻き込まれ
たり、はさまれたりして
体の一部や全部を
つぶされたり、ねじられた
りする災害です。

③網をウィンチで引き上げる際に、動いているロープ

を掴み機械を停止せずねじれを直そうとしたと

ころ、ロープが通る滑車の間に指を挟まれ、骨折。

（休業２か月）

実際の事例

②定置網の作業中、ドラムとロープの間に右手の指

先が巻き込まれ指を骨折、慌てて逆回転させた
際に左手も巻き込まれ、負傷。（休業３か月）

①まき網漁船の揚網作業中、カッパがコーンローラー
に巻き込まれ腕を骨折。 （休業５か月）

※労働者死傷病報告を基に水産庁で一部改変



転倒に注意

甲板上などで、
つまずいたり、滑ったりして
転ぶことで床や構造物に
激突して負傷する災害で
す。
場合によっては死亡に至っ
た例もあります。

②網入れ作業中、ロープを引き上げている際に、
   手を滑らせ体勢を崩して転倒、ももを骨折。

（休業３か月）

①ほたて桁網漁操業中、

足元にあったホタテ貝を誤って踏み転倒、

肋骨を骨折。（休業１か月）

③陸上養殖場で清掃・餌やりの作業中、

ホースにつまずき、前のめりに転倒、

ひざを骨折。（休業１か月）

実際の事例

※労働者死傷病報告を基に水産庁で一部改変
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年齢階級別災害発生割合（令和６年）
沿岸漁業（船員法適用外の漁業＋養殖業）

全産業 沿岸漁業

※災害発生率は、船員・陸上労働者数に占める職務上休業４日以上の死傷者数の割合。

資料：厚生労働省の「職場あんぜんサイト」で公表されている統計値及び総務省の
「労働力調査」に基づき水産庁で算出。

業種ごとの労働災害発生率（令和６年版）

・他産業と比較して、若年層（~34歳）での災害発生割合が大きい
⇒経験の浅い乗組員への安全教育の徹底が重要



いくらくらいの経済的損出？

従業員が
死亡してしまった場合

労働基準法上の
遺族補償

約1,000万円

１か月休漁した場合
会社として収入減

約70万円
日給１万円の場合の試算

※国の労災保険に加入して
いる場合は免責

令和６年漁業経営統計調査の漁労収入平均
から試算

民事訴訟
（慰謝料等）

工事現場において
墜落死亡事故の損害賠償請求が認められた事例
（令和６年９月１２日東京地方裁判所判決）

１億円以上の場合も



漁業の事故の多さを再認識する

・２０２４年の船員法適用の漁船の災害報告数 215件
それ以外の漁業（養殖業含み）の災害報告数 380件

・2025年度の海難による死傷者数等は254件
（死亡・行方不明者数は７０名ほど）

安全対策をしっかり行っていく必要

※労災件数と海難事故の件数には一部重複が含まれる



❸ 水産庁の取組



漁業カイゼン講習会の実施

安全操業や航行について知識を有する安全推進員を養成

講習会の特徴

①無料で講師派遣

④船内点検も

③短時間（１時間～）

②専門家が講師

安全対策の事例紹介・
自船の安全対策をチェック

「事故に気をつける」だけでなく
効果的に労働災害を防ぐために
労働環境をカイゼンするための講習会

全国漁業就業者確保育成センター実施（水産庁補助事業）

これまで漁協・組合・企業・自治体などで実施

紹介リーフレットはこちら



水産庁等の研修資料で学ぶ

作業安全規範普及映像 漁業分野作業安全学習教材

事故体感動画（海中転落）

水産庁では、安全対策普及のための映像を作成しています。

事故体感動画（巻き込まれ）



水産庁・厚労省の研修資料で学ぶ

漁業分野作業安全学習教材
（インドネシア語版）

漁業では、多くの外国人材が従事していることも踏まえ、一部外国語での研修資料も用意しています。
漁業（漁船、養殖業）に従事する外国人労働者向け教材
（インドネシア語・ベトナム語・フィリピン語版等）

※動画※テキストのみ ※テキストのみ



水産庁等の研修資料で学ぶ

水産庁では、近年、気温が上昇していることも踏まえ、令和７年、
職場における熱中症防止のためのガイドラインのポイント

（漁業者向け）を作成しました。


